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大阪府 泉佐野市 27213 1

低所得世帯価格高

騰重点支援事業

（追加）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　13591世帯×70千円　　のうちR６計

画分

事務費2275千円

事務費の内容　　[役務費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借

料　として支出]

④R５年度分の住民税非課税世帯　（13591世帯）

－ R6.1 R6.4 65,975

対象世帯に対し

て令和6年1月ま

でに支給を開始

する

ホームページ、広

報誌等

大阪府 泉佐野市 27213 2

低所得世帯価格高

騰重点支援事業

（追加）、定額減

税補足給付金事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　1829世帯×100千円、令和６年度非課

税化世帯　1461世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯

533世帯×100千円、子ども加算　2297人×50千円、定額減税を補足す

る給付の対象者　25251人　(601400千円）　　のうちR６計画分

事務費　60000千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務

委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（3823世帯）、定額減税を補足する

給付の対象者数（25251人）

－ R6.1 R6.11 857,950

対象世帯に対し

て令和6年2月ま

でに支給を開始

する

ホームページ、広

報誌等



令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

大阪府 泉佐野市 27213 11
キャッシュレス消

費喚起対策事業

➀物価高騰や原油価格などの影響を受けている市民等の消費を喚起

し、市域経済を活性化させるとともに、物価高騰や原油価格などの影

響を受けている市内店舗を支援するため、「さのぽ」を使ったポイン

ト還元キャンペーンを行う。

買い物金額の最大30％還元（上限10千円）

②地域ポイント付与にかかる業務委託

③ポイント原資200,000千円、委託料7,517千円

④対象期間中にさのぽ加盟店で買い物をしたさのぽ会員

〇 R6.6 R7.3 207,517

ポイント原資

200,000千円分を

付与

HP,SNS

大阪府 泉佐野市 27213 12

物価高騰に対応し

た就学就職等支援

給付

①急激な物価上昇等により家計負担が増加する子育て世代、特に高校

進学、就職等により更なる家計負担の増加が見込まれる中学３年生の

世帯を支援するため、就学就職等支援給付金を支給②教育振興基金③

中学３年生８２３人×@100,000円及びその他事務費197,000円④給付

対象生徒（泉佐野市に住民登録されている中学３年生）の保護者と

し、次の給付要件を満たす者とする。

　(1)　１０月１日時点で泉佐野市に住民登録があり、転入者において

は、教育委員会等に転入手続き等を行い、給付金の申請日まで引き続

き住民登録を有している者。

　(2)　生活保護法（昭和25年法律第144号）第6条第1項に規定する被

保護者でない者。

〇
R6.1

0
R7.3 82,497

対象世帯に対し

て令和7年2月ま

でに支給を開始

する

ホームページ、広

報誌等

大阪府 泉佐野市 27213 13
低所得世帯価格高

騰重点支援事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

②低所得世帯（住民税均等割のみ課税世帯）への給付金及び事務費

③R6の累計給付金額

令和６年度住民税均等割のみ課税世帯　1,950世帯×30千円、子ども加

算270人×20千円

事務費　5,246千円

事務費の内容　[役務費（郵便料等）　業務委託料　として支出]

④住民税均等割のみ課税世帯等の給付対象世帯数（1,950世帯）

〇 R7.2 R7.3 69,146

対象世帯に対し

て令和7年2月ま

でに支給を開始

する

ホームページ、広

報誌等


